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【削減状況の自己評価】

年度) 達成率等

指標の状況

・エネルギー使用量は、「省エネ・温暖化対策推進委員会」を年３回開催、また主要施設の省エネ法に基
づくエネルギー管理（省エネ・温暖化対策研修、管理標準の活用と充実、エネルギー月報の運用等）を重
点的に行った結果、前年度に比較し削減できた。しかし、主要エネルギーである電力のCO2排出係数が前
年度に比較し大きくなったため、エネルギー起源CO2排出量は前年度より増加した。
・水島清掃工場の廃プラスチック類の組成比率が下がったため、非エネルギー起源CO2排出量は前年度よ
り削減した。
・平成26年度の目標達成まで、12.1％以上の温室効果ガスの削減をする必要があるため、引き続き、エネ
ルギー管理の強化、廃棄物量の削減に取り組む。

達成 未達

（原単位基準
の削減目標を
選択している
場合に記入）

温室効果ガスの排出量と密接な関係をもつ値の内容 原単位当たり排出量

（該当事業者のみ記入）

ベンチマーク 対象事業の名称 ベンチマーク指標 関連数値(平成 25

基準年度 25

△ 6.1 6.0

削減目標の
達成状況

5

）年度 目標年度

箇年度）

25 ）年度削減実績 目標削減率 目標達成

計画期間： 平成 22 平成 26

⑥ 児島下水処理場 2,757 ｔCO2

ｔCO2

③ 本庁舎 4,574 ｔCO2

ｔCO2

⑤ 玉島下水処理場 2,439 ｔCO2

25 ）年度排出量

① 水島清掃工場 21,819 ｔCO2

主な工場等
の排出量

番号 工場等の名称 （平成

④ 水島下水処理場 3,868

② 児島モーターボート競走場 5,585

年度)

69,746 ｔCO2 74,017 ｔCO2 65,561 ｔCO2

)年度排出量 目標年度(平成 26

③CO2換算3,000t以上

（●工場等の数 777 所 ●車両台数（②該当の場合） 台）

倉敷市水島西通1丁目

温室効果ガス 基準年度(平成 21 年度) 平成 25

特定事業者
の該当要件

①燃料等原油換算1,500kℓ以上 ②ﾊﾞｽ・ﾄﾗｯｸ100台、ﾀｸｼｰ250台以上

児島モーターボート競走場 倉敷市児島元浜町6-3

③ 本庁舎 倉敷市西中新田640

⑤ 玉島下水処理場 倉敷市玉島乙島8255-4

④ 水島下水処理場

⑥ 児島下水処理場 倉敷市児島小川町3695

事業の
概　要

地方公務　職員：　2,745　人

県内の
主　な
工場等

番号 工場等の名称 所　　在　　地

① 水島清掃工場 倉敷市水島川崎通1-1-4

②

前年度の温室効果ガスの排出の量及び排出削減計画に基づき実施した措置の状況

氏
　
名

（法人にあっては名称） 住
　
所

（法人にあっては主たる事業所の所在地）

倉敷市
710 -8565

倉敷市西中新田640

本票作成 部署名： 環境リサイクル局環境政策部環境政策課

主たる業種
分類

コード 98 業種名： 地方公務

CO2/( CO2/( CO2/( 



【目標削減率達成のために実施した措置及び今後の取組】

【森林保全等吸収源対策への取組】

【再生可能エネルギーの導入計画】

【その他特記事項】
無し

県内で
の取組

　 無

その他 　 無

県内で
の取組

　 無

その他 　 無

（25年度実施分）
 
児島下水処理場
水島下水処理場
玉島下水処理場

水島下水処理場
 
（今後実施予定分）
玉島下水処理場
水島下水処理場
児島下水処理場
水島下水処理場

水島下水処理場
児島下水処理場

児島モーターボート競走場
消防局倉敷消防署合同庁舎

児島消防署

・省エネＶベルト交換　（3下水処理場でCO2削減量 10t/年）

・下水処理施設散気装置更新　（CO2削減量 32t/年）

（今後実施予定分）
・省エネＶベルト交換　平成26年（3下水処理場でCO2削減量 55ｔ/年）

・下水処理施設散気装置更新　平成27年～28年（CO2削減量 43t/年）

・誘導灯のＬＥＤ化　平成26年（CO2削減量 11t/年）

・施設照明（ＬＥＤ照明の採用）更新　平成26年度（CO2削減量 8ｔ/年）
・設備省エネ改善（CO2削減量 84t/年）
中央監視センター装置のＢＥＭＳ化、高効率化熱源更新、ＰＡＣ高効率化更
新、ボイラーの高効率化
・設備省エネ改善（CO2削減量 3t/年）
簡易ＢＥＭＳの導入、揚水ポンプ更新、ＰＡＣ高効率化更新

【推進体制】
・温室効果ガス排出削減と省エネルギーを総合的に推進するため、市長部局、水道局及び教育委員会で組
織する「省エネ・温暖化対策推進委員会」を平成22年度より、毎年運用している。
・エネルギー起源CO2排出量の削減は、エネルギー管理規定を策定し、特定事業者としてエネルギー管理
体制を継続的に整備し推進している。
・非エネルギー起源CO2排出量の削減は、廃棄物量の削減、分別収集等について事業者、市民の協力を得
ながら取り組んでいる。

工場等の名称 実施した措置及び今後の取組の内容


